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 ９月定例会の審議結果一覧表 
案件に対する各会派の賛否

結果と議決日案　　　　　　　　件　　　　　　　　名番　　号
新政会新 綾

クラブ
市 民
会議２１

日 本
共産党公明党

○○○●○９／２６認　　定平成１８年度綾瀬市一般会計歳入歳出決算の認定について第４４号議案

○○○●○〃〃平成１８年度綾瀬市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算
の認定について第４５号議案

○○○●○〃〃平成１８年度綾瀬市老人保健医療事業特別会計歳入歳出決算
の認定について第４６号議案

○○○●○〃〃平成１８年度綾瀬市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定
について第４７号議案

○○○●○〃〃平成１８年度綾瀬市深谷中央特定土地区画整理事業特別会計
歳入歳出決算の認定について第４８号議案

○○○●○〃〃平成１８年度綾瀬市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認
定について第４９号議案

○○○●○〃原案可決綾瀬市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例第５０号議案

○○○●○〃〃綾瀬市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条
例の一部を改正する条例第５１号議案

○○○○○〃〃綾瀬市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費
負担に関する条例の一部を改正する条例第５２号議案

○○○●○〃〃平成１９年度綾瀬市一般会計補正予算（第１号）第５３号議案

○○○○○〃〃平成１９年度綾瀬市介護保険事業特別会計補正予算（第１
号）第５４号議案

○○○○○〃〃市道路線の認定について（Ｒ１１７－３）第５５号議案

○○○○○〃〃市道路線の認定について（Ｒ１６２９－１）第５６号議案

○○○○○〃〃綾瀬市市税条例の一部を改正する条例第５７号議案

○○○○○〃同　　意綾瀬市教育委員会委員の任命について第５８号議案

○○○○○〃原案可決義務教育費国庫負担制度存続、教職員定数改善計画早期策
定を求める意見書

意 見 書 案
第 ４ 号

○○○○○〃〃綾瀬市域の告示後住宅を法的根拠に基づく助成対象とする
ことを求める意見書

意 見 書 案
第 ５ 号

　今、教育に求められているものは、子供一人一人が大切にされ、豊かな人間関係
の中で教育が行われることである。このことは保護者・地域住民・教職員共通の願
いであり、そのためには教育条件整備のために教育予算の確保が不可欠である。
　義務教育について国が必要な経費を負担する義務教育費国庫負担制度は、教育の
機会均等とその水準の維持向上を図ることを目的として、義務教育制度を財政面か
ら支える重要な役割を担っている。
　しかし、義務教育費国庫負担金については、昨年度大幅に削減されたため、これ
まで以上に地方への財政負担が増している。今後も地方の財源確保策が不十分なま
ま義務教育費国庫負担制度が縮小・廃止された場合には、地方財政を著しく圧迫し、
義務教育の円滑な推進に重大な影響を及ぼすことが懸念される。
　また、神奈川県においては、今後、児童・生徒数が増加に転じることから、次期
教職員定数改善計画の早期策定をはじめ、教職員配置のさらなる充実が必要不可欠
といえる。
　よって、国においては、義務教育に係る予算について、地方財政を圧迫するよう
な負担転嫁とならないよう財源を確保するとともに、教科書無償制度を堅持し保護
者の負担軽減及び次期教職員定数改善計画の早期策定をはじめ、教職員配置のさら
なる充実を図るとともに、地方教育行政の特性が十分に発揮できる、行き届いた豊
かな教育の実現に向けて特段の措置を講ぜられるよう強く要望する。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成１９年９月２６日

綾瀬市議会議長　吉　川　重　夫　

　内閣総理大臣　総務大臣　財務大臣　文部科学大臣　　あて

義務教育費国庫負担制度存続、教職員定数改善計画
早期策定を求める意見書

９月９月定例会で可決された意見書定例会で可決された意見書

　厚木基地を抱える綾瀬市は、離着陸する航空機による騒音被害は甚大であり、そ
の被害は市内全域に及んでいる。しかし、国が実施している航空機騒音被害を軽減
するための住宅防音工事の補助について、本市では一部地域が対象から除外されて
いる。
　さらに、昨年行われた指定区域の見直しにより、従来の指定区域よりも外側に新
たに指定された区域では、法律により、区域の告示がされた平成１８年１月１７日まで
に建設された住宅が対象となっているが、基地により近く激しい騒音被害を受けて
いる本市域内は、昭和５６年１０月、昭和５９年５月及び昭和６１年９月に指定・告示され
た区域となっており、その時点までに建設された住宅しか対象となっていない。
　昨年の区域の見直しにあわせ、新たに設定された８５ＷＥＣＰＮＬの区域について
は、昭和６１年９月１１日以降、平成３年９月１０日までに建設された住宅を対象として
いるが、これは、従来の特定防音工事と同様な予算措置により行われているもので
あり、法律により補助が担保されているものではない。
　よって、国においては、綾瀬市全域の全住宅について法的な根拠に基づく住宅防
音工事の助成対象とするよう強く要望する。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成１９年９月２６日

綾瀬市議会議長　吉　川　重　夫　

　内閣総理大臣　防衛大臣　あて

綾瀬市域の告示後住宅を法的根拠に基づく助成対象
とすることを求める意見書

○ 賛　成　　● 反　対


